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政法第１５１号

千葉県情報公開審査会 様

情報公開の推進に向けた制度改善について（諮問）

本県が抱える情報公開における課題に的確に対応し、本県の情報公開を一層

推進するために、情報公開制度の改善に向けた見直しを行うこととしたので、

情報公開条例の改正その他の制度運営に関する下記事項についてご審議くださ

るよう諮問いたします。

平成１５年１０月２４日

千葉県知事 堂本 暁子

記

諮問事項

第１ 情報公開推進委員会の提言に係る事項

１ 知る権利を条例の目的規定に明記することについて

２ 個人情報の規定を改めることについて

３ 特例条例を廃止し、本体条例と一体化することについて

４ 存否応答拒否処分の適用範囲を限定することについて

５ 審議会等の会議の原則公開を条例に規定することについて

６ 県民の意見を反映する機関としての情報公開推進会議（仮称）の設置

及びその権能等について

７ 調停機能を有する第三者機関としての情報公開オンブズマン（仮称）

の設置及びその権能等について

８ 大量請求を理由とする拒否処分について

９ 手数料制による大量請求の抑止について

第２ その他制度改善に資する事項
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平成１５年１０月２４日情報公開推進に関する提言について（諮問事項の検討）

区 提 言 内 容 提言内容に関する補足説明 主 な 論 点 （ 判 断 指 標 ）
分

現 １．知る権利を明記することについて 前文については、法規範性については争いがある 過去の検討
行 ので、目的規定に改めて規定すべきである旨の説明 （現行条例制定時の諮問に関する検討：公文書公開審査会）
条 あり。 知る権利は明記すべきとの答申が出されたが、明記する場所については触れられ
例 ていない。
の 現状の前文の規定
改 他県の状況県民がひとしく享有する「知る権利」を尊重し
廃 前文に明記：１４都道府県、目的規定（第１条）に明記：２５県、
に 明記せず：８県
関
す 前文と目的規定の法規範性の差異
る 明確な相違点を説明したものは確認されない。今後さらに調査
も
の ２．個人情報の規定について 個人識別情報すべてを不開示とすることは、本来 過去の検討

の保護法益（プライバシーの保護）を超えて、不開 （現行条例制定時の諮問に関する検討：公文書公開審査会）
示情報の範囲が広くなりすぎているとの指摘あり。 個人のプライバシーに対する評価は、人それぞれによって価値観や考え方が異な
＜個人識別型＞ ＜プライバシー保護型＞ るため千差万別であり、法的にも保護されるべきプライバシーの具体的な内容が明

確になっていないという現状のもとでは、個人識別型を維持することが適当である
個人が識別される 個人が識別される とされた。

条文としては、個人識別型を採る場合 情報 情報
であっても、不開示情報の範囲をプライ （不開示） 他県の状況
バシー保護型に準じて限定すべきである プライバシー保護型を採用しているもの 北海道、大阪府、京都府、兵庫県。

ただし書による除外 他人に知られたく
公表情報等 ない情報 不開示 現状の運用の実態（ ）

プライバシー保護型を採る大阪府等の運用解釈においても、本県条例のただし書
に相当する情報を除外する運用がされており、運用上での差異はさほど大きなもの
ではなくなっている。

３．公務員情報と個人情報について 該当情報の開示が特例的であるとする扱いは運用面 廃止した場合の影響
現状：特例条例による開示 で弊害が生じることも懸念され、法体系の面でも重 ・ 現状では、平成１０年度以後についてのみ開示している情報について、適用期
職員氏名、懇談会出席者等 層的で好ましくないとの説明あり。 日の検討が必要である。

その際には、訴訟中の案件（旧条例下のもの）への影響を考慮しておく必要が現状の法体系（不開示情報について）
特例条例を廃止、本体条例に一本化 ある。

平成１３年度以後 情報公開条例 ・ また、他県の職員氏名等について、本県職員と同様に開示・不開示に関する判
断が必要となる。

平成１０年度以後 特例条例
過去の検討

昭和６３年度以後 公文書公開条例 （現行条例制定時の諮問に関する検討：公文書公開審査会）
特例条例による開示情報の範囲を狭めることのないようにとの注意あり。

４．審議会等の原則公開について 本年度から「審議会等の設置及び運営等に関する指 他県の状況
審議会等の会議の原則公開の明記 針」を定め、原則公開としていることを踏まえたう 審議会等の公開に根拠を置くもの ３９都道府県

えで、指針では規範性が弱いことを指摘している。 ＜内訳＞
・条例に明記しているもの １１道府県
・要綱等に置くもの ８都県
・その他指針等 ２０府県

現状：前文に明記

目的規定（第１条）へ

現状：個人識別型

プライバシー保護型へ



- 2 -

情報公開推進に関する提言について（諮問事項の検討）

区 提 言 内 容 提言内容に関する補足説明 主 な 論 点 （ 判 断 指 標 ）
分

機 ５．情報公開推進会議（仮称）の設置 に メンバーとして、学識経験者、制度利用者である 現状
関 ついて 県民を入れるべきとの内容を含む。 制度運営に関する協議機関は庁内組織である「千葉県情報公開・個人情報保護運
の 制度改善に県民の声を反映させる機関 付表において、情報公開審査会の委員の代表をメ 営委員会」があるのみである。
設 （新設） ンバーとすることも提案されている。
置 他県の状況
等 関連して、制度改善を知事に適時に提案できる仕 制度運営に関して、推進会議（仮称）に類する第三者機関を設置しているのは、
に 組みを設けるべきとの提言あり。 東京都、神奈川県、群馬県、山梨県、岡山県の５都県
関
す 関連して、堆積する異議申立てについて類似申立 審査会との機能分担
る ての取下げ等、解決を依頼すべきとの提言あり。 現在、審査会は制度運営に関する建議機能を有しているが、推進会議が設置され
も た場合の取扱いが問題となる。
の 上記５都県では、原則的には建議機能は審査会以外の第三者機関に集約させてい

る。

６．情報公開オンブズマン（仮称）の設置 ・開示請求者と実施機関等とのトラブルの未然防止 問題点等
について のため、両者の言い分を公平な立場で聴取 ・ 情報公開オンブズマンにどのような権能が必要か （調停に必要な権能、開示。
請求者と実施機関の調停機能を有する ・開示請求者・実施機関の双方から申立て可能 請求者への勧告ができる権能）
第三者機関（新設） ・開示請求者・実施機関の双方に改善措置を求める ・ 上記の権能を踏まえたうえで、地方自治法上どのように位置付けるか。

権能
・推進会議（仮称）の構成員として制度改善を推進
会議に提案
・人選について、情報公開制度に知識、経験を持つ
弁護士等の学識経験者が望ましいとの提言あり。

密 ７．存否応答拒否の基準の明確化 原則として、①個人の生命・身体等が侵害される 現状の運用例
接 存否応答拒否の適用範囲の限定 場合や②犯罪の予防、捜査に支障をきたす場合に限 不開示情報ごとに５つの適用例を示している。
に 定すべきとの内容である。
関 それ以外の場合にはオンブズマンと 通常の部分開示等に比べて救済が困難な側面があ 適用を限定した場合の影響
連 の事前協議 り、適用は限定的であるべきとの指摘あり。 不開示情報ごとに存否応答拒否すべき場合が想定されるが、それらについて存否
す なお、平成１３年度、１４年度で１０件の適用例 応答拒否ができなければ保護法益が守れない場面がありえる。
る は多すぎるとの意見があった。
提 審査会の判断との関連
言 審査会が異議申立てに基づき事後審査する場合があり、オンブズマンの事前判断

と相違した場合の調整が問題となる。

８．大量請求に関する拒否処分 手続としてオンブズマンへの実施機関からの申立 問題点等
大量請求の拒否処分の可能性 てオンブズマンによる開示請求者への意見聴取、判 ・ 大量請求を定量的に捉えるのは難しく、請求態様等で定義していくことが必要

定等を想定。 ・ 手続が複雑になりすぎないか。
併せて検討へ なお 「害意ある大量請求」についても権利濫用 ・ 他の条文の大掛かりな調整が必要となる。、

で拒否する前提として上記手続を経ることが要件と ・ 大量請求以外の請求における権利濫用を理由とする拒否処分についても、特別
されるべきであるとの確認がされている。 条項の適用を検討すべき。 等

手続を定める特別条項

９ 大量請求と料金制について 請求一般に対する手数料は不可とされた。 過去の検討
大量請求に限っての手数料 （現行条例制定時の諮問に関する検討：公文書公開審査会）

請求一般に対する手数料について検討の結果、両論併記の答申が出された。
いずれか一方

上記８の拒否処分 問題点等
・ 大量請求の範囲をどう捉えるか。
・ 件数の関係で行政文書の管理をどうするのか。
・ 脱法行為（偽名、作為的な分割請求等）の防止はできるか。

（
条
例
の
改
正
を
要
す
る
）
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情報公開法要綱案の考え方
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（構成）

１ 情報公開法の目的（第１）

( ) 情報公開法の目的1
( ) 「知る権利」について2
２ 対象機関及び対象文書（第２、第２３）

( ) 開示請求権制度の対象となる機関（行政機関）1
( ) 開示請求権制度の対象となる文書（行政文書）2
( ) 行政文書の管理3
３ 開示請求権及び開示義務（第３、第５）

( ) 開示請求権者1
( ) 開示・不開示の枠組み2
( ) 部分開示3
４ 不開示情報等（第６～第８）

( ) 不開示情報の定め方1
( ) 個人に関する情報2
( ) 法人等に関する情報3
( ) 国の安全等に関する情報及び公共の安全等に関する情報4
( ) 審議・検討等に関する情報5
( ) 行政機関の事務・事業に関する情報6
( ) 国会、裁判所及び地方公共団体に関する情報7
( ) 公益上の理由による裁量的開示8
( ) 行政文書の存否に関する情報9
( ) 不開示情報と守秘義務規定との関係10
５ 開示請求及び処理の手続（第４、第９～第１６、第２４）

( ) 基本的な考え方1
( ) 行政文書の開示に関する権限の委任2
( ) 開示請求をしようとする者に対する利便の提供3
( ) 開示請求の手続4
( ) 開示請求に対する措置5
( ) 処理期限及び著しく大量な行政文書の開示請求の取扱い6
( ) 事案の移送7
( ) 第三者保護に関する手続8
( ) 開示の実施9
( ) 手数料10
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６ 不服申立て（第１７～第２２）

( ) 不服審査会の設置1
( ) 不服審査会における事件の取扱い等2
( ) その他の不服審査会関係規定3
( ) 会計検査院の長のした開示等決定に対する不服申立ての特例4
７ 補則（第２４～第２９）

( ) 運用状況の公表1
( ) 情報公開の総合的な推進2
( ) 地方公共団体の情報公開3
( ) 特殊法人の情報公開4
( ) 関係法律との調整5
( ) 施行に伴う措置6
８ その他の検討事項

( ) 個人情報の本人開示1
( ) 司法救済上の諸問題2
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情報公開法要綱案の考え方（抜粋）

「知る権利」について

「知る権利」という言葉を、情報公開法の目的規定の中に明示的に書き込

むべきであるかについても検討した。たしかに、我が国における情報公開法

の制定に関する議論の中で 「知る権利」という言葉は、国民の情報公開法、

制に対する関心を高め、その制度化を推進する役割を果たしてきたところで

ある。しかしながら、法律の条文の中でその言葉を用いることが適当である

かどうかは、法律問題として別に検討する必要がある。

「知る権利」については、憲法学上、国民主権の理念を背景に、表現の自

由を定めた憲法第２１条に根拠付けて主張されることが多い。この主張は、

表現の自由は、国民が広く思想や情報を伝達し、またそれを受け取る自由の

みならず、政府が保有する情報の開示を求める権利（政府情報開示請求権）

をも含むという理解であり、この場合、後者が特に「知る権利」と呼ばれて

いる。このような理解に立つ場合でも 「知る権利」は基本的には抽象的な、

権利であるにとどまり、法律による制度化を待って具体的な権利となるとい

う見解が有力である。

しかし、憲法第２１条の保障する表現の自由はあくまで自由権であってそ

のような請求権的なものは含まないという見解がある一方 「知る権利」を、

より広く自己情報の開示請求権を含めて考えたり 「知る権利」は憲法上既、

に具体的な内容をもって存在する権利であるとする見解もある。また、最高

裁判所の判例においては、請求権的な権利としての「知る権利」は認知され

るに至っていない。

このように 「知る権利」という概念については、多くの理解の仕方があ、

るのが現状である。

上記のような理由から、本要綱案では、情報公開法の目的規定に「知る権

利」という言葉を用いることはしなかったが、１( )に述べたとおり 「国民1 、

主権の理念にのっとり」という表現によって、憲法の理念を踏まえて充実し

た情報公開制度の確立を目指していることを明確にしておきたい。
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個人に関する情報

ア 個人に関する情報の範囲

個人に関する情報には、個人の内心、身体、身分、地位その他個人に関

、 、 。する一切の事項についての事実 判断 評価等のすべての情報が含まれる

すなわち、個人に関する情報は、個人の人格や私生活に関する情報に限ら

ず、個人の知的創作物に関する情報、組織体の構成員としての個人の活動

に関する情報、個人の営む事業に関する情報、その他個人との関連性を有

するすべての情報を意味する。

このうち、事業を営む個人の当該事業に関する情報については、その情

報の性質上、法人等の事業活動情報と同様の開示・不開示の基準によるこ

とが適当であるので、本要綱案では、個人に関する情報から除くこととし

た。

イ 保護される利益

第６第１号の規定により開示されないことの利益は、個人の正当な権利

利益であるが、その中心部分はいわゆるプライバシーである。しかしなが

ら、プライバシーの具体的な内容は、法的にも社会通念上も必ずしも明確

ではない。また、本来なら、私人が直接当該個人に対して開示を求めるこ

とができないような情報を、行政機関が保有しているとの理由のみをもっ

て開示することは、個人情報の適正な管理の観点からも適当ではない。

そこで、本要綱案では、特定の個人が識別され得る情報を開示すると、

一般に、プライバシーを中心とする個人の正当な権利利益を害するおそれ

、 「 」 、があることから いわゆる 個人識別型 を基本として不開示情報を定め

。 、その中から開示すべきものを除くという手法を採ることとした すなわち

個人に関する情報であって、特定の個人が識別され又は他の情報と照合す

ることにより識別され得るものを事項的な不開示情報として定めた上（第

６第１号本文 、一般的に当該個人の利益保護の観点から不開示とする必）

要のないもの及び保護利益を考慮しても開示する必要性の認められるもの

を、例外的に不開示情報から除くこととした（同号ただし書 。）

なお、上記の趣旨に照らし、具体的事例における個人識別可能性の有無

の判断に当たっては、当該情報の性質及び内容を考慮する必要がある。例

えば、一定の集団に属する者に関する情報を開示すると、当該集団に属す

る個々の者に不利益を及ぼす場合があり得る。このような場合は、情報の

性質及び内容に照らし、プライバシー保護の十全を図る必要性の範囲内に

おいて、個人識別可能性を認めるべき必要があると考える。

ウ 公にされている情報等
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法令の規定により公にされている情報（登記簿に登記されている法人の

役員に関する情報、不動産の権利関係に関する情報等）や、慣行として公

にされている情報（叙勲者名簿、中央省庁の課長相当職以上の者の職及び

氏名等）は、一般に公表されている情報であり、これを開示することによ

り、場合により個人のプライバシーを害するおそれがあるとしても、受忍

すべき範囲内にとどまると考えられるので これを例外開示情報とした 第、 （

６第１号ただし書イ 。）

「公にすることが予定されている情報」には、公表されることが時間的

に予定されているもののみならず、当該情報の性質上通例公表されるもの

も含まれるが、上記と同様の考慮により、例外開示情報とした（同 。）

エ 個人識別性のある部分を除いた個人情報

個人に関する情報のうち、社会生活上の情報等にあっては、個人識別性

がない状態であれば、これを開示しても、プライバシーを中心とする個人

の正当な権利利益を害するおそれがないと認められるものが少なくない。

そこで、個人に関する情報のうち、氏名その他個人識別性のある部分を除

くことにより、開示しても個人の正当な権利利益を害するおそれがないと

認められることとなる部分の情報を、例外開示情報とした（第６第１号た

だし書ロ 。）

したがって、組織体の構成員としての個人の活動に関する情報は、本号

の適用については、多くの場合、その情報のうち氏名等の個人識別性のあ

る部分を除いた上で、活動内容等に関する部分の情報が開示されることと

なるであろう。他方、カルテ、反省文などの個人の人格と密接に関連する

情報は、個人識別性のある部分を除いて開示されることにはならないと考

えられる。個人の未公表の研究論文、研究計画等の情報（個人事業情報に

該当しないもの）で、個人識別性のある部分を除いて開示しても財産権そ

の他の個人の正当な利益を害するおそれがあるものも、同様である。

オ 公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職及び氏名に関

する情報

公務員の職務の遂行に係る情報には、公務員の職、氏名に関する情報及

び職務行為に関する情報で構成されるものが少なくない。したがって、こ

の種の情報は、行政事務に関する情報であるとともに、当該公務員の個人

の活動に関する情報でもある。 このうち、当該公務員の職に関する情報

は、行政事務に関する情報としてはその職務行為に関する情報と不可分の

、 、要素であり 政府の諸活動を説明する責務が全うされるようにするために

これを明らかにする意義は大きい。そこで 「公務員の職務の遂行に係る、
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情報に含まれる当該公務員の職に関する情報」については、公務員の範囲

を限定せず、仮に特定の公務員を識別させることとなっても、開示するこ

ととした（第６第１号ただし書ハ 。）

他方、公務員の氏名は、行政事務の遂行に係る行政組織の内部管理情報

として担当公務員を特定するために行政文書に記録されることが多いが、

同時に、当該公務員の私生活においても個人を識別する基本的な情報とし

て一般に用いられており、これを開示すると、公務員の私生活等に影響を

及ぼすことがあり得る。この点については、公務員と法人その他の団体の

職員とを区別する理由はないので、公務員の氏名については、同号ただし

書イにより開示・不開示の判断がなされるものとした。そこで、例えば、

中央省庁の課長相当職以上の者については、同号ただし書イ、ロ、ハによ

り、その職、氏名及び職務行為に関する情報がすべて不開示情報から除か

れるため、個人に関する情報としては不開示とされることはないこととな

る。

カ 公益上の理由による義務的開示

プライバシーを中心とする個人の正当な権利利益は、その性質上、手厚

く保護されるべきであるが、なおこれに優越する公益があるときは、これ

を不開示とすべき合理的な理由は認め難い。そこで、人の生命、身体、健

康、財産又は生活を保護するため、開示することがより必要であると認め

、 （ ）。られる情報は 不開示情報から除くこととした 第６第１号ただし書ニ

「より必要であると認められる」とは、不開示とすることにより保護さ

れる利益と開示することにより保護される利益とを比較衡量し、後者が優

越する場合をいう。この比較衡量は、個人に関する情報の中でも個人的な

性格が強いものから社会的性格が強いものまで様々なものがあること、人

の生命・身体等の保護と財産・生活の保護とでは開示により保護される利

益の程度に相当の差があることを踏まえ、特に個人の人格的な権利利益の

保護に欠けることがないような慎重な配慮が必要である。
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行政文書の存否に関する情報

開示請求を拒否するときは、開示請求に係る行政文書の存否を明らかにし

た上で拒否することが原則である。

しかしながら、開示請求に係る行政文書の存否を明らかにするだけで、不

開示情報の規定により保護される利益が害されることとなる場合がある。例

えば、特定の個人の病歴の情報、情報交換の存在を明らかにしない約束で他

国等との間で交換された機微な情報、犯罪の内偵捜査に関する情報等の開示

請求であれば、その開示請求に対し、当該行政文書は存在するが不開示とす

る、又は当該行政文書は存在しないと回答するだけで、不開示情報の保護利

益が害されることとなる場合がある。また、開示請求が探索的になされた場

合、例えば、先端技術に関する特定企業の設備投資計画に関する情報、買い

占めを招くなど国民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある特定の物資に関

する政策決定の検討状況の情報、特定分野に限定しての試験問題の出題予定

に関する情報等が開示請求された場合などは、行政文書の存否に関する情報

と開示請求に含まれる情報とが結合することにより、不開示又は不存在と回

答するだけで、不開示情報の保護利益が害されることがあり得る。

このような事態に適切に対処するため、本要綱案では、開示請求に係る行

政文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否できる場合についての規定

を設けることとした（第８ 。）

なお、この規定の適用範囲を一部の不開示情報の類型に限定することは、

それぞれの不開示情報について上記のような問題が生ずることに照らし適当

ではなく、また、保護利益の侵害の程度で限定することも、不開示情報を合

理的な範囲に限定した本要綱案の趣旨に照らし適当ではない。いずれにして

も、この規定を適用して開示請求を拒否するときは、当該拒否決定に際し、

必要にして十分な拒否理由の提示をする必要があり、また、請求拒否決定に

対し行政上及び司法上の救済を求めることができるので、この規定の適正な

運用は確保されるものと考える。



 

 

公文書公開制度の見直しについて 

答申 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１２年８月 

千葉県公文書公開審査会 

 

 

 



 

答申にあたって 

千葉県公文書公開審査会は，公文書公開制度の運営に関し見直しを必要とする事項につ

いて，平成１２年４月２８日知事から諮問を受け，これまで５回にわたり審議を行ってま

いりました。 

審議に際しては，千葉県公文書公開条例のこれまでの運用実績と平成１３年４月１日か

ら施行される国の情報公開法（行政機関の保有する情報の公開に関する法律）の趣旨を踏

まえ，さらに，地方分権の進展や情報化社会の急速な発展など社会経済情勢の変化も視野

に入れながら検討を進め，各委員は，それぞれ専門的な立場から率直に意見を交換し合い，

２１世紀にふさわしい情報公開制度の在り方について議論を重ねました。 

そして，情報公開制度を取り巻く社会環境は今後も大きな変化を遂げるとの共通の認識

のもとに，千葉県の目指すべき情報公開制度についての意見を取りまとめ，ここに答申す

ることとなりました。 

知事においては，この答申の内容を踏まえ，すみやかに公文書公開条例の改正その他必

要な措置を講ぜられ，千葉県に一層充実した情報公開制度が確立されることを期待します。 

おわりに，当審査会において参考とさせていただいた貴重なご意見を寄せられました県

民各位に心から感謝を申し上げます。 

 

平成１２年８月８日 

 

                      千葉県公文書公開審査会 

                           委員長 鶴 岡 稔 男 
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第１ 審査会の基本的な考え方 

１ 制度見直しの背景と必要性  

本県の公文書公開制度は，県民の県政に対する理解と信頼を深め，県政の公正な運

営の確保と県民参加による行政の一層の推進を図ることを目的に，昭和６３年１０月

に公文書公開条例が施行されて以来，すでに１２年余が経過した。 

この間，県では，従来から継続して進めていた行政改革をさらに推進するため，平

成７年度からは千葉県新行政改革大綱に基づく行政改革を進めており，その実践施策

の一つとして，平成１０年４月に公文書公開条例の特例条例（千葉県公文書公開条例

第１１条第２号又は第３号に該当する情報について公開の特例を定める条例）が施行

され，公開される県政情報の範囲が拡大されるなど，制度の改善が図られてきた。 

一方，制度の利用状況を見ると，制度発足以来平成１１年度末までの間に１７万６

千余件の公文書公開請求がなされており，ことに，近年来の増加の傾向から，県民の

県政への参加意欲の高まりを感じ取れるところであり，現行制度の所期の目的は一定

程度達成されつつあるといえる。 

しかし，こうした中で，近年，著しく大量で権利濫用的とも思われる公文書公開請

求が特定部局に対して行われるなど，制度発足当初には予想していなかった制度運用

面の課題も浮き彫りになってきており，このような課題への適切な対応が急務となっ

ている。  

さらに，国において，平成１１年５月に情報公開法（行政機関の保有する情報の公

開に関する法律）が公布され，平成１３年４月から国の行政機関とその保有する行政

文書を対象とする情報公開が実施されることになったが，地方公共団体においても,  

この法律の趣旨にのっとった施策の策定と実施が求められている。 

このような現状を踏まえ，本県においては，今後，公文書の公開のみならず，情報

公開の総合的な推進という広い視野に立ち，当面する課題への適切な対応を図るとと

もに，情報公開を取り巻く今日の社会環境に的確に対応し得るよう，情報公開法との

整合を図りながら，すみやかに制度を見直す必要がある。 
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２ 基本的な考え方  

 

(1)  公正の確保と透明性の向上 

今日，地方分権が現実のものとなり，地方公共団体は国と対等・協力の関係のも

とに，様々な事務事業の分野においてさらに主体性を発揮することが可能となっ 

たが，それに伴い，住民参加による公正で透明性の高い行政運営が，これまで以上

に求められている。 

本県の行政改革指針となる千葉県新行政改革大綱においても，「公正の確保と透

明性の向上」が改革の重点事項の一つとして挙げられ，それにより，地方分権時代

にふさわしい開かれた県政運営を一層推進するとしているところであり，これに寄

与する情報公開制度の果たす役割は，今後，ますます大きなものとなる。 

 

(2) 原則公開の一層の明確化 

現行制度の基本理念は，公文書の「原則公開」である。 

制度の見直しにあたっては，さらに，県の保有するすべての情報を原則として公

開するという認識に立ち，非公開とする情報を必要最小限にとどめるための規定の

見直しや，適正な文書管理に関する責務規定を条例に置くことなどにより，現行制

度の理念を一層明確にしていく必要がある。 

 

(3) プライバシーの最大限の保護 

プライバシーの保護は，個人の尊厳にかかわる基本的人権の一つであり，現行制

度のもとでも，「個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう最大限の

配慮」が求められている。 

個人のプライバシーは，いったん侵害されるとその回復は著しく困難となること

から，制度の見直しにあたっては，人の生命，健康，生活などを保護するために   

例外的に制約を受ける場合を除き，引き続き，最大限の保護がなされるよう配慮す

べきである。 
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(4) より利用しやすく有用な制度へ 

情報公開制度は，県民が利用しやすいように，必要なときに必要な情報が得られ   

る仕組みが備えられていなければならない。しかも，それらの情報が県民に分かり

やすいかたちで伝達されることによって，はじめて県の説明する責務も全うされる

ことになる。 

制度の見直しにあたっては，このような考え方を基本の一つに据え，情報公開制

度が，県民にとってさらに身近で有用なものとなるよう，公文書の公開のみなら  

ず，情報提供施策の充実などを含め，情報公開の総合的な推進を図る必要がある。 
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第２ 制度（条例）見直しについての意見 

１ 条例の名称  

条例の名称を「千葉県情報公開条例」とすることが適当である。 

［説明］ 

現行条例は決裁，供覧の手続を経た文書及びこれに類するものの公開に関する規定

が中心であるため，その名称が千葉県公文書公開条例とされているが，今日の情報化

社会にあっては，「公文書公開」よりも「情報公開」のほうが条例の名称に用いる表

現としてふさわしい。 

県においても，電磁的記録などの情報を幅広く保有するに至っており，今後，これ

らの情報を公開対象にしていく必要があることや，さらに，情報提供施策の充実など

を含め，情報公開の総合的推進を図るという観点からも，条例の名称を「千葉県情報

公開条例」とすることが適当である。 

 

２ 条例の目的（現行条例第１条関係） 

 

(1) 知る権利  

「知る権利」を条例に明記することが適当である。 

［説明］ 

「知る権利」という概念については，多くの理解の仕方があるのが現状であるとの

考え方から，情報公開法には明記されなかった。 

確かに，「知る権利」の概念が未だ確立されず，法令用語として用いるには未成熟

という考え方が一方にあるとしても，今日では，「知る権利」という言葉が社会一般

に内在し，情報公開制度の発展に少なからず寄与していることも動かしがたい事実で

ある。 
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したがって，「知る権利」については，「県民がひとしく享有する権利」として位

置付け，情報公開制度を一層推進するための基本理念として条例に明記することが適

当である。 

 

(2) 説明する責務（説明責任）  

「説明する責務（説明責任）」を条例に明記し，情報公開制度が県の説明する責

務を全うするためのものであることを明らかにすべきである。 

［説明］ 

「説明する責務（説明責任）」について，国は，国政を信託した主権者である国民

に対し，政府がその諸活動の状況を具体的に明らかにし，説明する責務（説明責任）

を全うする制度の整備をすることが必要であるとの考え方から，情報公開法に，「政

府の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにする」との規定を盛

り込んでいる。 

地方自治の本旨に照らせば，県においても，このような考え方を積極的に採用すべ

きであり，県政を信託した県民に対し，県がその諸活動の状況を具体的に説明するこ

とによって，現行条例の目的である「県政の公正な運営の確保」や「県民参加による

行政の一層の推進」もまた促進されることになる。 

したがって，「説明する責務（説明責任）」を条例に明記することにより，情報公

開制度が県の説明する責務を全うするためのものであることを明らかにすべきである。 

 

(3) 制度利用者の責務  

制度利用者の責務として，情報の適正使用のほか，「適正請求」についても条例  

に明記することが適当である。 

［説明］ 

現行制度は，県民の県政に対する理解と信頼を深め，県政の公正な運営の確保と県

民参加による行政の一層の推進を図ることを目的に創設され，この趣旨に沿った適正



 8

な制度利用が行われることを期待しているものであることから，現行条例では，制度

利用者の責務として，公開を受けた情報の「適正使用」が規定されているにとどまる。 

さきに，当審査会は，「知る権利」を「県民がひとしく享有する権利」として位置

付け，情報公開制度を一層推進するための基本理念として条例に明記することが適当

であるとの考え方を示したところであるが，県民一人ひとりの公開請求の仕方にも一

層の良識が期待されるのは当然であり，いやしくも権利の濫用によって制度の健全な

発展が阻害されることがあってはならない。 

このような趣旨を明確にするため，公開を受けた情報の適正使用のほか，適正な公

開請求についても，制度利用者の責務として条例に明記することが適当である。 

 

３ 実施機関の範囲（現行条例第２条第１項関係） 

 

(1) 公安委員会（警察本部）  

公安委員会（警察本部）については，国及び他の都道府県の動向を踏まえつつ，  

実施機関に加えるべきである。 

［説明］  

公安委員会（警察本部）については，警察事務の特殊性や他の都道府県の状況を考  

慮して，現行条例のもとでは，公文書公開の実施機関とはされていない。 

しかし，情報公開法においては，国家公安委員会と警察庁を情報公開の対象機関とし

ていることから，それら国の機関と業務遂行上の一体性を有する県公安委員会（警   

察本部）については，実施機関に加えるべきである。 

ただし，警察事務の特殊性や警察活動の広域的斉一性の確保という観点から，情報 

公開法の不開示規定や他の地方公共団体の実施時期などとの整合を図る必要がある。 

 

(2) 県の出資法人  

県の出資法人については，条例の趣旨にのっとり，情報公開を推進することが望   

ましい。 
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［説明］  

県の出資法人は，県とは別個の法人格を有しているため，基本的には，業務運営上  

の独立性や主体性が尊重される。 

しかし，県の出資法人の中には，県と密接な関係にあったり，県の行政活動に類す  

る活動を行っているものがあるので，そのような出資法人については，条例の趣旨に 

のっとり，県の制度に準じて情報公開を推進することが望ましい。 

なお，対象とする出資法人の範囲については，県の出資比率だけでなく，人的関与  

の程度や業務内容などを総合的に考慮して定めるべきである。 

 

４ 請求権者の範囲（現行条例第５条関係）  

請求権者の範囲を拡大することを検討すべきである。 

［説明］  

現行条例は，県内に住所を有する個人・法人等を請求権者と規定し，それ以外のも

のから申出のあった場合は公開に努めるものと規定しており，このような区分の仕方

自体は地方自治の本旨に照らせば合理的である。 

しかし，人の交流や法人等の事業活動などの社会の営みが，都道府県などの行政区

域を越えて頻繁に行われ，さらには国際的な規模で行われる場合も少なくないという

今日的な状況を踏まえると，請求権者の範囲を現行のままにとどめ置くことは，もは

や適当とはいえなくなった。 

したがって，請求権者の範囲については，制度の目的の一つである「説明する責  

務」が第一義的には県民に対するものであることを考え方の基本としつつも，今日の

社会経済情勢に鑑み，より広域的な観点から，さらに拡大することを検討すべきであ 

る。 
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５ 対象となる文書（現行条例第２条第２項関係）  

(1) 組織共用文書  

対象となる文書については，「実施機関の職員が組織的に用いるものとして，当

該実施機関が保有しているもの」とすることが適当である。 

［説明］  

現行条例のもとでは，決裁や供覧などの手続が終了していない文書は，公開請求の

対象とはなっていない。 

確かに，決裁や供覧などの手続を経ている文書であれば，県の正式な意思決定が行

われている事務事業の内容や責任の所在などが確定事実として明らかになるので，こ

のような現行条例の規定の仕方にも一定の合理性が認められるところである。 

しかし，県の説明する責務を全うするとともに，県民参加による公正で透明性の高

い行政運営を一層推進していくためには，現行の対象文書の範囲では十分ではない場

合も少なくないと考えられる。 

したがって，対象となる文書の範囲を拡大し，「実施機関の職員が組織的に用いる

ものとして，当該実施機関が保有しているもの」とすることが適当である。 

 

(2) 電磁的記録  

「電磁的記録」についても対象とすべきである。 

［説明］  

現行条例のもとで，公開請求の対象となる「公文書」の形態は，文書，図画及び写

真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む）とされており，磁気テープ，磁気デ

ィスク，光ディスクなどを媒体とする電磁的記録は対象となっていない。 

しかし，今日の社会における情報の電子化はめざましいものがあり，県の機関にお

いても，様々な事務事業の分野でＯＡ化が図られ，文書などに代わるものとしてそれ

ら電磁的記録が重要な役割を果たしつつある。 
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また，国においても，対象とする情報記録媒体の種類については，情報・通信シス

テムの進展をも踏まえて幅広くとらえる必要があるとの考え方から，情報公開法で 

は，対象となる行政文書に電磁的記録も含めることとしている。 

したがって，電磁的記録を対象となる文書に含め，社会の発展や科学技術の進歩に

適応した情報公開を推進すべきである。 

 

６ 非公開事項（情報）の範囲（現行条例第１１条関係） 

(1) 公開・非公開の枠組み（現行条例第１１条本文関係） 

「非公開情報が記録されている場合は，公開しないことができる」とする現行の

規定を，「非公開情報が記録されている場合を除き，公開しなければならない」旨

の規定に改めることが適当である。 

［説明］  

現行条例は，公開請求の対象となった公文書について，「非公開情報が記録されて

いる場合は，公開しないことができる」旨を規定しているが，もとより，実施機関に

判断上の裁量権を与えているものではない。 

このような趣旨を明確にするとともに，情報公開制度は公開が原則であることをよ

り分かりやすくするため，「非公開情報が記録されている場合を除き，公開しなけれ

ばならない」旨の規定に改めることが適当である。 

 

(2) 個人情報（現行条例第１１条第２号関係） 

① 個人情報の規定の仕方は，「個人識別型」を維持することが適当である。 

② ただし書については，情報公開法の規定と同様の規定に改めるべきである。 

③ 情報公開法と同様，「公務員情報」に関する規定を置くことが適当であるが，

実施機関の職員情報については，特例条例による公開の範囲が狭められることの

ないようにすべきである。（ただし，警察職員については職務の特殊性などに対

する配慮が必要である。）  
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［説明］ 

① 個人のプライバシーに対する評価は，人それぞれによって価値観や考え方が異

なるため千差万別であり，法的にも，保護されるべきプライバシーの具体的な内

容が明確になっていないという現状のもとでは，個人情報の扱いについての規定

の仕方は，現行の「個人識別型」を維持することが適当である。 

また，情報化が進展している現代社会においては，幅広く個人の権利利益を保

護するという観点から，仮に個人が識別されない場合でも，公開することによっ

て，なお個人の権利利益を害するおそれのあるものは，原則として非公開とする

ことを明確にしておく必要がある。 

② また，個人のプライバシーは，いったん侵害されると回復が著しく困難とな  

る。そのような不測の事態を避けるため，例外的に公開される個人情報について 

は，ただし書の規定を情報公開法と整合させることにより，双方の解釈及び運用  

に齟齬が生ずる余地のないようにする必要がある。 

したがって，現行のただし書イ及びロについては，これを一体化し，情報公開

法にならって，「法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報」とし，また，ただし書ハについても，「人の生命，健    

康，生活又は財産を保護するために公にすることが必要であると認められる情  

報」とすべきである。 

   ③ 県の保有する情報の中には，県の機関の職員の職務遂行に関する情報だけでな

く，県の事務事業にかかわりを有する国や他の地方公共団体の職員の職務遂行に

関する情報も少なからず含まれている。 

本県では，平成１０年４月の特例条例の施行により，実施機関の職員の職務遂

行情報に含まれる当該職員の職や氏名を公開しているところである。 

しかし，県の説明する責務を全うし，行政運営における公正の確保と透明性の

向上を一層推進するためには，実施機関の職員だけでなく，他の公務員について

も，その職務遂行上の情報を一定の範囲で明らかにしていく必要がある。 

したがって，公務員情報の公開については，情報公開法と同様，「公務員の職

及びその職務遂行の内容に係る部分」につき公開する旨の規定を置くことが適当

である。 
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ただし，実施機関の職員に係る情報の公開については，特例条例による公開の

範囲が狭められることのないよう，規定の仕方を検討すべきである。なお，警察

職員については，職務の特殊性及び警察活動の広域的斉一性の確保に配慮する必

要がある。 

 

(3) 事業活動情報（現行条例第１１条第３号関係） 

本号は，情報公開法の「法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個人の当

該事業に関する情報」についての規定と同様の規定に改めるとともに，「任意提供

情報」についての規定を置くことが適当である。 

［説明］ 

本号本文は，法人その他の団体又は事業を営む個人の自由な事業活動を保障し，正

当に享受する利益を保護するために定めたものである。また，ただし書は，それら法

人等又は事業を営む個人の有する社会的責任や公益性確保の観点から，例外的に公開

する情報を定めたものである。 

このような趣旨の規定を今後とも維持する必要があるが，現行の「法人等又は事業

を営む個人の競争上若しくは事業運営上の地位に不利益を与え，又は社会的信用を損

なうと認められるもの」とする規定よりも，情報公開法の「法人等又は事業を営む個

人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」とする規定の

ほうが，より直接的で分かりやすい。 

また，ただし書についても，情報公開法の規定にならって一体化したほうが，趣旨

がより明確になる。 

したがって，本号は，情報公開法の「法人その他の団体に関する情報又は事業を営

む個人の当該事業に関する情報」についての規定と同様の規定に改めることが適当で

ある。 

また，行政機関からの要請を受け公開されないことを前提に法人等や事業を営む個

人から任意に提供される情報については，提供する側の非公開扱いに対する期待と信
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頼に保護に値するものがあるとの考え方から，情報公開法においては，「任意提供情

報」についての規定を置いている。 

このような規定が現行条例にないため，本県ではこれまで，法令の規定によらずに

任意に提供された情報の公開・非公開の判断については，主として，本条第８号「行

政執行情報」に規定される「公開することにより，実施機関と関係者との信頼関係が

損なわれると認められるもの」に該当するか否かによって行ってきた。 

しかし，当該規定の解釈においては，実施機関の主観的な意思が働く余地があり，

公開が原則の情報公開制度のもとでは，このような余地をできるかぎり小さなものと

することが望ましい。 

したがって，実施機関において非公開とする場合の事由をより合理的で具体的なも

のに限定させるため，任意提供情報の中でも多くを占めると考えられる事業活動情報

の扱いについて，情報公開法と同様の規定を置くことが適当である。 

 

(4) 犯罪予防等情報（現行条例第１１条第４号関係） 

本号は，情報公開法の「犯罪予防，鎮圧又は捜査等」についての規定と同様の規

定に改め，その適用は，刑事法の執行を中心としたものに限定されるべきである。

［説明］ 

県（現行制度の実施機関）の保有する情報の中にも，公共の安全と秩序の維持に影

響を及ぼすものがあり，そのような情報を公開すると，犯罪の予防，犯罪の捜査等を

有効かつ能率的に行うことができなくなり，また，情報提供者，被疑者等の生命，身

体，財産及び社会的地位を保護することが困難となる場合もあると考えられることか

ら，それを防止するために本号は定められたものである。 

しかし，公安委員会（警察本部）が実施機関に加わることになれば，これまで本号

が予定していなかった警察の保有する情報そのものが対象となるため，警察事務の特

殊性及び警察活動の広域的斉一性の確保という観点から，本号を情報公開法の規定と

整合のとれた規定とする必要がある。 

したがって，本号は，情報公開法の「犯罪予防，鎮圧又は捜査等」についての規定

と同様の規定に改めることが適当である。 
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ただし，その場合でも，新たな規定の適用は，あくまで犯罪の予防，捜査等に代表

される刑事法の執行を中心とした情報に限定されるべきであり，その条件のもとで実

施機関の第一次的な判断が尊重される仕組みとすべきである。 

 

 (5) 意思形成過程情報（現行条例第１１条第７号関係）  

本号は，情報公開法の「審議，検討又は協議に関する情報」についての規定と同

様の規定に改め，公開することにより生ずる支障については，限定的かつ具体的な

ものとすべきである。 

［説明］  

県又は国等における内部的な審議，検討，調査研究等に関する情報であって，最終

的な意思形成に至っていない情報の中には，公開することにより，県民に誤解を与え

たり，審議などの場で自由な意見表明が妨げられるなどして，その後の公正な意思形

成に著しい支障が生ずるものがある。 

本号は，そのような情報について，公開しないことができることを定めたものであ

る。 

しかし，本号は，「意思形成過程」という文言のみに着目されやすく，ともすれば

安易に適用されやすい。 

今日においては，県民参加による公正で透明性の高い行政運営が一層求められてお

り，県の説明する責務を全うするうえからも，本号が安易に適用されることがあって

はならないのであり，公開することによって生ずる著しい支障が，具体的かつ明白に

認められるときに限り適用されるものでなければならない。 

したがって，本号については，情報公開法の「審議，検討又は協議に関する情報」

の規定と同様の規定に改め，公開することにより生ずる支障については，限定的かつ

具体的に規定すべきである。 
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(6) 行政執行情報（現行条例第１１条第８号関係） 

本号は，情報公開法の「事務又は事業に関する情報」についての規定と同様

の規定に改め，非公開とする場合の要件を，具体的なものとして例示すべきであ

る。 

［説明］ 

実施機関が行う事務事業に関する情報の中には，その性質上，公開することによ  

り，関係者との信頼関係が損なわれたり，事務事業の実施の目的が失われたりするも

のや，事務事業の公正若しくは円滑な執行に著しい支障が生ずるものがある。 

本号は，そのような情報について，公開しないことができることを定めたものであ

る。 

しかし，本号は，対象となる事務事業が実施機関限りのものとされ，かつ，包括的

に規定されており，また，公開することによって生ずる支障についても抽象的な文言

となっていることから，本条第７号「意思形成過程情報」と同様，安易に適用されや

すいという一面がある。しかし，本号が，本来公開されるべき情報に安易に適用され

ることがあってはならないことは，同号関係の［説明］において述べたと同じであ  

る。 

したがって，本号については，情報公開法の「事務又は事業に関する情報」につい

ての規定と同様の規定に改め，県の機関や国又は他の地方公共団体の行う事務事業に

ついて類型化したうえで，公開することにより生ずるそれぞれの支障を具体的に例示

するなどし，厳正な解釈及び運用が確保されるようにすべきである。 

 

(7) 国等協力関係情報（現行条例第１１条第５号関係）及び合議制機関等情報（現行

条例第１１条第６号関係） 

これらの規定は，いずれも削除することが適当である。 

［説明］ 

① 第５号「国等協力関係情報」 
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国等からの協議，依頼等に基づいて実施機関が作成し，又は収受した情報の中

には，公開するかどうかの判断にあたり，国等の意思を考慮すべき性格の情報が

含まれていることがある。このような情報を一方的に公開すると，国等との協力

関係や信頼関係が損なわれることがあり，その結果，実施機関の事務事業の執行

に支障が生ずることも考えられるため，それを防止するために本号は定められた

ものである。 

しかし，国において情報公開制度が確立され，地方公共団体においても情報公

開法の趣旨にのっとった制度が整備される流れの中で，県が保有するそれら国等

の情報についても，今後は，情報公開法又はその趣旨にのっとった地方公共団体

の条例の規定一般（本条第８号「行政執行情報」の見直し後の規定など）に照ら

し，公開するかどうかの判断をすることが可能となるので，本号を存続させる必

要性は，もはや乏しいと考える。 

  ② 第６号「合議制機関等情報」 

合議制機関等は，一般の行政機関と異なり，独立性や中立性の確保が要請さ  

れ，その意思形成に関して構成員の自由な討議の過程を必要とする場合があるた

め，本号は，合議制機関等の審議資料，会議録等の情報であって，公開すること

により，公正又は円滑な審議が著しく損なわれると認められるものについて，公

開しないことができることを定めたものである。 

しかし，公開が原則の情報公開制度のもとでは，合議制機関等といえども，そ

の議事運営に関する情報については，県の執行機関一般の事務事業実施の過程に

おける情報と同様の扱いとなり，公開することによって客観的かつ具体的な支障

が生ずるとは認められないものについてまで非公開とすることはできない。 

このような趣旨をより明確にしていくためにも，合議制機関等情報として単独

の規定を存続させることは適当でなく，本条第７号「意思形成過程情報」の見直

し後の規定などにより対応していくべきものと考える。 

以上の考え方から，本条第５号及び第６号については，いずれも削除することが適

当である。 
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(8) 公益上の理由による裁量的公開（該当条文なし）  

公益上の理由による裁量的公開の規定を置くことが適当である。 

［説明］ 

現行条例のもとでは，公開請求の対象となった公文書を公開するかどうかの判断  

は，第１１条第１号ないし第８号のいずれかに該当するか否かによって行われ，個別

に裁量的判断の入り込む余地はない。 

一方，国においては，「不開示情報をみだりに公開することは，公益に反し，許さ

れないが，個別具体的な場合においては，開示することに優越的な公益が認められる

場合があり得る」として，行政機関の長の高度の行政的判断による開示を可能とする

規定を情報公開法に置いている。 

このような考え方は，県行政においても合理的なものと考えられるので，公益上の

理由による裁量的公開の規定を置くことが適当である。 

ただし，この規定がみだりに適用されることにより個人や法人等の権利利益が不当

に侵害されることのないよう，また，個別の非公開規定の厳格な解釈が損なわれるこ

とのないよう，十分な配慮が必要である。 

 

７ 存否応答拒否（該当条文なし）  

公開請求に係る情報が存在するか否かを明らかにしないで，当該公開請求を拒否

できる場合の規定を置くことが適当である。 

［説明］  

国においては，「開示請求が探索的になされた場合等，存否に関する情報と開示請

求に含まれる情報とが結合することにより，不開示又は不存在と回答するだけで不開

示情報の保護利益が害されることがあり得る」として，このような場合には，請求に

係る情報の存否を明らかにしないで当該請求を拒否できる規定を情報公開法に置いて

いる。 
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確かに，特定個人の病歴や犯罪の内偵捜査などの情報の中には，探索的な公開請求

がなされた場合，これに応じて非公開としたり不存在と回答しても，そのことだけ  

で，保護されるべき個人の権利利益や確保されるべき公益を損うものがあると考えら

れる。 

したがって，このような事態の発生を防止するため，公開請求に係る情報が存在す

るか否かを明らかにしないで当該公開請求を拒否できる場合の規定を置くことが適当

である。 

ただし，その適用にあたっては実施機関の十分な拒否理由の提示が必要であるこ  

と，また，当該拒否が請求人において行政上及び司法上の救済を求めることができる

処分であることを明確にしておくべきである。 

 

８ 請求及び決定手続（現行条例第７条，第８条及び第９条関係）  

(1) 請求手続（現行条例第７条関係） 

公開請求書の提出方法については，ファクシミリや電子メール等によることも認

めることが望ましいので，到達確認の方法など技術的な課題を踏まえ，実施可能な

方法を検討すべきである。 

［説明］  

現行制度のもとでは，郵送による公開請求書の提出を認めているが，さらに，請求 

人の利便を図り，情報公開制度をより利用しやすいものとするためには，ファクシ 

ミリや電子メールによる公開請求についても，可能な限り認めていくことが望まし 

い。 

したがって，到達確認の方法（誤送受信の危険があることによる問題）や機器の整備

状況などの課題を踏まえ，今後の県の情報システム化の進展状況に合わせて実施可 

能な方法を検討すべきである。 
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 (2) 対象文書不存在の場合の処理（該当条文なし） 

対象文書の不存在を理由として請求を拒否する場合の規定を条例に置き，処分と

しての位置付けを明確にすることが適当である。 

［説明］ 

情報公開法は，開示請求された行政文書が存在しないため当該請求を拒否すること

になる場合の手続について，不開示決定等を行う場合のそれと画一に規定していると

ころである。 

本県の現行制度においては，請求された公文書が存在しないとき又は制度外の文書

であるとして請求を拒否するときの規定を実施機関が定める規則に置いており，これ

を根拠として，当該拒否を請求却下処分として扱っているところである。 

しかし，この却下処分に対する不服申立てがあった場合において，公文書公開審査

会への諮問を必要としない扱いとしているなど，制度上の位置付けが明確とはいい難

い面がある。 

したがって，対象文書の不存在を理由として請求を拒否する場合の規定を条例に置

き，処分としての位置付けを明確にすることが適当である。 

 

(3) 不適正な公開請求に対する措置（該当条文なし） 

不適正な公開請求であることを理由として請求を拒否する場合の手続について検

討すべきである。 

［説明］  

国は，「特定部局の保有するすべての行政文書の開示請求や行政機関の事務遂行能 

力を減殺させることを目的とする開示請求などに対しては，権利濫用に関する一般法 

理を適用して対処する」との考え方を示しているところである。 

制度の健全な発展を阻害するにほかならないこのような権利濫用的な公開請求に対

しては，極めて例外的な措置として実施機関が請求を拒否することがあり，その場合 

の手続について検討すべきである。 

なお，当該請求拒否に対する請求人の救済手続についても，併せて考慮すべきである。 
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(4) 公開・非公開の決定期間（現行条例第８条第１項及び第５項関係） 

① 決定期間については，適法な公開請求が到達してから３０日以内とすることが

適当である。 

② 決定期間の延長をする場合においては，その限度を３０日とすることが適当で

ある。 

［説明］ 

国は，「開示請求に対しては，速やかに開示又は請求拒否の決定がなされるべきで 

あるが，個々の開示請求に対する決定をするために要する期間は，対象情報の量，不 

開示情報該当性の審査・判断の難易，第三者保護の手続，行政機関の事務の繁忙の状 

況等によって違いがあり，一義的に定めることは困難」としつつも，情報公開法にお 

いては，「原則的な処理期限を，適法な開示請求が行政機関に到達してから３０日以 

内とし，事務処理上の困難その他正当な理由がある場合には３０日を限度としてその 

期間を延長できる」旨を規定しているところである。 

① 現行条例は，公開請求のあった公文書を公開するかどうかの決定期間を，請求書 

を受理した日から１５日以内と定めている。 

ところで，本県における公開請求件数（公開の申出を除く）の推移及び実施機関 

の対応状況を経年的に見ると，平成７年度にはじめて１万件台に達した請求件数 

が，その後急増の一途をたどり，平成１０年度においては４万３千余件，平成１１ 

年度においては４万７千余件に達しており，一方，これらの請求に対し，実施機関 

が条例で定める期間内に対応（決定等）することができたものの割合は，平成１０ 

年度が３５パーセント弱，平成１１年度においても５３パーセント強にとどまると 

いう状況にある。 

もちろん，県民による公開請求の機会が増えることによって，県民参加による 

県政が一層促進されることは制度の目的にかなうものであり，実施機関において 

は，全力を傾注して真摯に対応すべきであるとはいうものの，近年のこのような 

状況のもとで，現実問題として，他の業務への影響などが強く懸念されるに至って 

いる。 

したがって，決定期間については，制度と現実のこのような乖離の実態を踏まえ 

ると，情報公開法と同様，「適法な公開請求が到達してから３０日以内」とするこ 
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とが適当である。 

ただし，この場合においても，「情報公開制度が有効に機能するためには，公文 

書を公開するかどうかの適正かつ迅速な決定と，速やかな公開の実施が必要不可欠 

である」との認識のもと，実施機関は，引き続き真摯な対応に努めなければならな 

い。 

② 現行条例は，実施機関にやむを得ない理由があるときは，請求のあった公文書を 

公開するかどうかの決定期間を延長することができる旨を規定し，当該延長に係る 

期限については定めがない。 

しかし，延長することができるとする規定において，その限度がないとなると， 

請求に係る公文書の量や情報の性質によっては，公開するかどうかの判断に相当の 

日数を要する場合があり，その間，事実上の非公開状態が継続されるという不合理 

が生ずることになる。 

したがって，そのような不合理を一定程度なくすとともに，通常ならば早期の決 

定を望む請求人の利便を図るという観点からも，延長の期間に一定の限度を設けて 

おくことが望ましく，その限度については，３０日とすることが適当である。 

 

(5) 大量請求の場合の特例（該当条文なし） 

公開請求に係る文書が著しく大量であるため，実施機関の事務事業の遂行に著し

い支障を来すおそれがある場合には，実施機関は，公開請求があった日から６０日

以内にその相当の部分につき公開等の決定を行い，残りの部分については相当の期

間内に公開等の決定をすれば足りるとする規定を置くべきである。 

［説明］  

本県における近年の公開請求件数の急増の様子は，前(4) の［説明］において述べ

たとおりであるが，これらの請求の中には，特定部局の公文書について一度に大量の

請求を行うという事例が少なからず見受けられる。 

このような現実がある中で，決定期間の延長をするときの期限を設けるにとどめ置

くだけの条例とするならば，他の業務への影響は一層深刻なものとなり，併せて，公



 23

開請求に対する実施機関の適法な決定が不能となる事態も生ずることが強く懸念され

る。 

したがって，そのような実施機関の業務遂行上の混乱等を避けるため，特例とし 

て，一定の期間内に請求に係る文書のうちの相当部分について公開等の決定をし，残

りの部分についてはさらに相当の期間内に公開等の決定をすれば足りるとする旨の規

定を置くべきである。 

 

(6) 第三者の保護（現行条例第９条関係） 

第三者に関する情報を，公益上の理由により公開するときには，当該第三者に意

見書を提出する機会を保障するなど，第三者の保護に関する手続規定を置くべきで

ある。 

［説明］  

第三者に関する情報を一方的に公開した場合，当該第三者の権利利益を不当に侵害

するおそれがあることから，第三者保護のための手続が必要である。 

現行条例においては，「あらかじめ県以外のものの意見を聴くことができる。」旨

の規定が置かれているが，ことに，第三者に関する情報を，人の生命，健康，生活等

の保護という公益上の理由によって例外的に公開しようとする場合には，当該第三者

の権利利益の保護にも十分な配慮が求められる。 

したがって，第三者保護のためのより適正な手続として，不利益を受けるおそれの

ある第三者に事前に意見書を提出する機会を保障するとともに，当該第三者が公開に

反対する意見書を提出した場合には，争訟の機会を保障するという観点から，公開の

決定と公開の実施の間に相当の期間を設けるなどの規定を置くべきである。 
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９ 公開の方法（公開手続）（現行条例第１０条関係）  

① 電磁的記録の公開の方法については，可能な限り請求人の要望に沿うことが望

まれるが，現段階では，技術上及び機器・体制の整備上の課題もあるので，県の

情報システム化の進展に合わせて，可能な方法で実施することが適当である。 

② 公開方法の検討にあたっては，視聴覚障害者に対する配慮についても，併せて

検討することが望まれる。 

［説明］ 

① 現在，公文書の公開は，閲覧又は写しの交付のいずれかの方法により行われて

いるが，今後，電磁的記録を公開請求の対象とする場合，請求人の利便を考慮し

て，磁気媒体の複写など可能な限り請求人の要望に沿う方法で実施することが望

まれる。 

しかし，電磁的記録の公開については，部分公開等の作業に技術的な問題があ

ること，公開窓口における機器・体制上の措置が必要となること等の課題もある

ので，今後の県の情報システム化の進展状況に合わせて，可能な方法で実施する

ことが適当である。 

② 情報公開制度は，だれもが利用しやすいものでなければならない。公開方法の

検討にあたっては，視聴覚障害者に対する配慮についても，併せて検討すること

が望まれる。 

 

１０ 手数料（費用負担）（該当条文なし） 

費用負担の公平の原則に照らし，徴収することを検討すべきである。」とする意

見と「多くの県民が利用しやすいように，現行どおり徴収すべきでない。」とす

る意見があった。 

［説明］ 

手数料を徴収することについては，以下のとおりの意見があった。 

① 公文書の公開事務は特定の者の利用のためにする役務の供与であって，本県の場 
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合，現実問題として相当の経費がかけられているのであるから，費用負担の公平の 

原則に照らして，最低限の受益者負担を求めるのは当然であり，手数料を徴収する 

ことを検討すべきである。 

（この場合，請求回数等につき一定程度までは無料とするがそれを超える場合に 

は負担を求めるという方法，広く公益的減免を認めるという方法，なども考えられ 

るという意見があった。） 

 

② 制度が設けられた趣旨や，県の説明する責務を全うするという観点から，多くの 

県民にとって制度が利用しやすいものでなくてはならず，現行どおり手数料は徴収 

すべきでない。 

 

１１ 公文書公開審査会の機能（現行条例第１３条関係） 

公文書公開審査会の権限，手続等を国の情報公開審査会に準じたものに拡大し，

条例に規定することが適当である。 

［説明］ 

現行条例は，公文書公開審査会の機能について「審査会は，必要があると認めると

きは，不服申立人，実施機関の職員その他関係人に対し，その出席を求めて説明若し

くは意見を聴き，又は資料の提出を求めることができる。」と概括的に規定するにと

どめ，その具体的な内容は，千葉県公文書公開審査会審議要領において定められてい

る。 

実際の不服申立ての審査においても，同審議要領に基づき，実施機関職員の説明や

対象公文書等資料の提出を求めるなどし，それらをもとに実施機関の決定の当否につ

いて審議・検討を行っているが，現在のところ実施機関の非協力など格別の支障は生

じていない。 

しかし，不服申立人には閲覧させずに審査会委員のみが対象公文書を直接見分する

ことのできる「インカメラ審理」は，審査会の審査手続における最も基本的かつ重要
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な手法であることから，その根拠となる規定を条例に置くことが適当である。また，

審査会の公文書等資料提出要求に対して実施機関は拒否できないことも，条例上，明

確にしておくことが必要である。 

さらに，審査の対象となる公文書が膨大であったり，その記載内容や非公開理由が

複雑に関係する場合などは，その争点を明確にし，審査の迅速化を図る観点から，審

査会が必要と認めるときは，実施機関に対して非公開部分やそれに適用する非公開条

項及び該当する理由などを記載した資料である「ヴォーン・インデックス」の作成・

提出を求めることができることも，条例に明記することが適当である。 

なお，不服申立てに係る審議案件等の状況によっては，部会制による審議について

も検討すべきである。 

 

１２ 情報提供施策と情報公開制度の総合的推進（現行条例第１８条関係） 

情報提供施策の一層の充実及び情報公開に関する総合的な施策の推進が図られる

よう，実施機関の責務をより具体的なものとして条例に明記すべきである。 

［説明］ 

現行制度は，公文書の公開手続を中心としたものであるため，公文書の公開と機能を

分担しつつ県の情報公開を推進する情報提供施策については，条例上，抽象的な責務規

定が置かれているにとどまる。 

確かに，公文書の公開は，情報公開制度を支える大きな柱であり，県政の公正な運営

の確保と，県民参加による行政を推進するうえで重要な役割を果たしている。 

しかし，公開請求をまって実施される公文書の公開は，県の保有する情報を広く県民

一般に伝達する手段としてはやや硬直的な一面もあることから，さらに，情報公開制度

の総合的な推進という大きな視野に立った，より弾力的で多様な施策の実施が必要であ

る。 

特に，県の長期計画等の重要政策に関する情報や政策形成過程の情報，県民生活の安

全に密接に関係する情報，公開請求の頻度の高い情報であって県民の利便性の向上に資
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すると認められる情報などについては，適時・適切に県民に分かりやすい形で公表・提

供されることが重要である。 

さらに，情報の公表・提供にあたっては，インターネット等を積極的に活用するほ 

か，県民からの希望の多い行政資料については有償頒布をするなど，多様な手段を有効

に活用することにより，簡便で県民が利用しやすいものとする必要がある。 

このような考え方を踏まえ，今後，情報提供施策の一層の充実及び情報公開に関する

総合的な施策の推進が図られるよう，実施機関の責務をより具体的なものとして条例に

明記すべきである。 

 

１３ 文書の管理（該当条文なし） 

文書の適正管理に関する実施機関の責務を条例に明記し，管理の基本的事項につ

いては規則に定めることが適当である。 

［説明］  

実施機関の保有する文書の管理については，行政事務の効率的執行という観点から，

現在，内部訓令（規程）に基づいて行われており，現行条例に格別の定めはないが，当

該訓令により管理対象となる文書が決裁，供覧などの手続を経たものであり，公開対象

となる文書と合致していることから，公文書公開制度の運用上，これまで特に支障は生

じていないと考えられる。 

しかし，今後，公開の対象となる文書の範囲を拡大し，それにより県の説明する責務

を全うするということになれば，それらの文書の管理は一層適正に行われていなければ

ならない。 

したがって，県の保有する文書の適正管理に関する実施機関の責務を条例に明記し，

文書の分類，作成，保存，廃棄に関する基準その他文書の管理に関する基本的事項につ

いては，規則に定めることが適当である。 
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千葉県公文書公開審査会委員名簿 

氏  名 職 業 等 備   考 

岩 間 昭 道 千葉大学教授  

岡 部 文 彦 弁護士  

鶴 岡   清 千葉日報社取締役名誉相談役  

鶴 岡 稔 男 千葉家庭裁判所家事調停委員 委 員 長 

藤 井 俊 夫 千葉大学教授  

 

審査会の審議経過等 

回 開催年月日 審議事項等 

第１回 

 

 

平成１２年 ４月２８日 

 

 

諮問書の受理及び審議 

１．条例の目的   ２．実施機関の範囲 

３．請求権者の範囲 ４．対象となる文書 

第２回 

 

 

平成１２年 ５月３１日 

 

審議 

１．非公開事項（情報）の範囲 

２．請求及び決定手続 

第３回 

 

 

平成１２年 ６月１６日 

 

審議 

１．公開の方法 ２．手数料（費用負担） 

３．公文書公開審査会の機能  

第４回 

 

 

平成１２年 ７月１４日 

 

審議 

１．手数料（費用負担）  ２．情報提供施

策と情報公開制度の総合的推進  ３．文書

の管理 ４．条例の名称  ５．意見調整及

び答申案の検討  

第５回 

 

平成１２年７月２６日 

 

審議 

１．答申案の検討  
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千葉県公文書公開条例 

昭和６３年３月２８日 

千葉県条例第３号 

                    改正 平成５年２月１８日千葉県条例第１号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、県民の公文書の公開を請求する権利を明らかにするとともに、公文

書の公開に関し必要な事項を定めることにより、県民の県政に対する理解と信頼を深 

め、県政の公正な運営の確保と県民参加による行政の一層の推進を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、選挙管理委員会、監査 

委員、人事委員会、地方労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管

理委員会及び公営企業管理者をいう。 

２ この条例において「公文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は収受した文

書、図画及び写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。）であつて、決裁、供

覧等の手続が終了し、実施機関が管理しているものをいう。  

（解釈及び運用） 

第３条 実施機関は、県民の公文書の公開を請求する権利を十分尊重してこの条例を解釈

し、運用するものとする。この場合において、実施機関は、個人に関する情報がみだり

に公にされることのないよう最大限の配慮をしなければならない。 

（適正使用） 

第４条 この条例の定めるところにより公文書の公開を受けたものは、これによつて得た

情報を適正に使用しなければならない。 

（公開を請求することができるもの） 

第５条 次の各号に掲げるものは、実施機関に対して公文書の公開を請求することができ

る。 

(1) 県内に住所を有する個人及び県内に主たる事務所を有する法人その他の団体  
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(2) 前号に掲げるもののほか、県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の

団体  

（公開を請求することができる公文書） 

第６条 前条の規定により公開を請求することができる公文書は、昭和６３年４月１日以

後に実施機関の職員が職務上作成し、又は収受した公文書とする。 

（公開請求の手続） 

第７条 第５条の規定により公開を請求しようとするものは、実施機関に対して次の各号

に掲げる事項を記載した請求書を提出しなければならない。 

(1) 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる

事務所の所在地）  

(2) 第５条第２号に掲げるものにあっては、そのものの県内に有する事務所又は事業所

の名称及び所在地）  

(3) 公開を請求しようとする公文書を特定するために必要な事項  

(4) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項  

(公開請求に対する決定等） 

第８条  実施機関は、前条に規定する請求書を受理したときは、当該請求書を受理した日

から起算して１５日以内に、請求に係る公文書を公開するかどうかの決定をしなければ

ならない。 

２ 実施機関は、前項の決定をしたときは、前条に規定する請求書を提出したもの（以下 

「請求者」という。）に対し、速やかに、書面により当該決定の内容を通知しなければ

ならない。  

３ 実施機関は、第１項の規定により公開する旨の決定をしたときは、当該公開をする日 

時及び場所を前項の書面に記載しなければならない。  

４ 実施機関は、第１項の規定により公開しない旨の決定をしたときは、その理由を第２

項の書面に記載しなければならない。この場合において、当該理由が消滅する期日をあ

らかじめ明らかにすることができるときは、その期日を同項の書面に記載しなければな

らない。  

５ 実施機関は、やむを得ない理由により第１項に規定する期間内に同項の決定をするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず、当該期間を延長することができる。こ
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の場合において、実施機関は、速やかに、書面により当該期間を延長する理由及び当該

決定をすることができる期日を請求者に通知しなければならない。  

(県以外のものの意見の聴取等） 

第９条 実施機関は、公開しようとする公文書に県以外のものに関する情報が記録されて

いるときは、あらかじめ当該県以外のものの意見を聴くことができる。 

２ 実施機関は、前項の規定により県以外のものの意見を聴いた場合において当該公文書

を公開するときは、あらかじめその旨を当該県以外のものに通知しなければならない。  

（公開の方法） 

第１０条 公文書の公開は、公文書を閲覧に供し、又は公文書の写しを交付して行うもの

とする。 

２ 実施機関は、公文書を公開することにより当該公文書が汚損され、又は破損されるお

それがあると認められるときその他相当の理由があるときは、前項の規定にかかわらず、

当該公文書の写しを閲覧に供し、又はその写しを交付することにより公文書の公開を行う

ことができる。  

（公開しないことができる公文書） 

第１１条 実施機関は、次の各号の一に該当する情報が記録されている公文書については、

公開しないことができる。 

(1) 法令及び条例（以下「法令等」という。）の定めるところにより、公開することが

できない情報  

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であつて特

定個人が識別され、又は識別され得るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令等の定めるところにより、何人でも閲覧することができる情報 

ロ 実施機関が作成し、又は収受した情報で、公表を目的としているもの 

ハ 法令等に基づく許可、免許、届出等の際に実施機関が作成し、又は収受した情報

で、公開することが公益上必要であると認められるもの 

(3) 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関す

る情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、

当該法人等又は当該事業を営む個人の競争上若しくは事業運営上の地位に不利益を

与え、又は社会的信用を損なうと認められるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。  
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イ  事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命、身体及び健

康を保護するために、公開することが必要であると認められる情報  

ロ 違法又は不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある支障から人の財

産及び生活を保護するために、公開することが必要であると認められる情報  

ハ イ又はロに掲げる情報に準ずる情報であって、公開することが公益上必要である

と認められるもの  

(4) 公開することにより、人の生命、身体、財産及び社会的な地位の保護、犯罪の予 

防、犯罪の捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがある情報  

(5) 国、他の地方公共団体又はその他の公共団体（以下「国等」という。）からの協 

議、依頼等に基づいて実施機関が作成し、又は収受した情報であって、公開すること

により、国等との協力関係又は信頼関係が損なわれると認められるもの  

(6) 実施機関（知事及び公営企業管理者を除く。）、県の執行機関の附属機関及びこれ

らに類するもの（以下「合議制機関等」という。）の会議に係る審議資料、会議録等

の情報であって、公開することにより、合議制機関等の公正又は円滑な議事運営が著

しく損なわれると認められるもの  

(7) 県又は国等の事務事業に係る意思形成過程において、県の機関内部若しくは機関相

互間又は県と国等との間における審議、協議、調査研究等に関し、実施機関が作成 

し、又は収受した情報であって、公開することにより、当該事務事業又は将来の同種

の事務事業に係る意思形成に著しい支障が生ずると認められるもの  

(8) 実施機関が行う交渉、取締り、立入検査、監査、争訟、入札、試験等の事務事業に

関する情報であって、当該事務事業の性質上、公開することにより、実施機関と関係

者との信頼関係が損なわれると認められるもの、当該事務事業若しくは将来の同種の

事務事業の実施の目的が失われるおそれがあるもの又は当該事務事業若しくは将来

の同種の事務事業の公正若しくは円滑な執行に著しい支障が生ずると認められるも

の 

（部分公開） 

第１２条 実施機関は、公開しようとする公文書に、前条各号の一に該当する情報とそれ

以外の情報とが併せて記録されている場合において、同条の規定により公開しないこと

ができる情報に係る部分とそれ以外の部分とを容易に、かつ、当該公文書の公開を受け
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ようとする趣旨を損なわない程度に分離できるときは、当該公開しないことができる情

報に係る部分を除いて当該公文書を公開しなければならない。 

（不服申立てがあつた場合の手続等） 

第１３条 実施機関は、第８条第１項の規定による決定について、行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）に基づく不服申立てがあつた場合は、当該不服申立てを却下す

る場合及び当該不服申立てに係る公文書を公開しない旨の決定を取り消す場合を除き、

速やかに、千葉県行政組織条例（昭和３２年千葉県条例第３１号）に基づき設置された

千葉県公文書公開審査会（以下「審査会」という。）に諮問しなければならない。 

２ 実施機関は、前項の規定による諮問に対する答申を受けたときは、これを尊重して、

速やかに、当該不服申立てに対する決定又は裁決を行わなければならない。  

３ 審査会は、必要があると認めるときは、不服申立人、実施機関の職員その他の関係人

に対し、その出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることがで 

きる。  

４ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も 

同様とする。  

（申出による公開） 

第１４条 実施機関は、第５条の規定により公開を請求することができるもの以外のもの

から第６条に規定する公文書の公開の申出があつた場合は、これに応ずるよう努めなけ

ればならない。 

２ 実施機関は、第６条に規定する公文書以外の公文書の公開の申出があつた場合は、こ

れに応ずるよう努めなければならない。  

（他の制度との調整） 

第１５条 この条例は、他の法令等（千葉県個人情報保護条例（平成５年千葉県条例第１

号）を除く。）に基づき公文書の閲覧若しくは縦覧又は公文書の謄本、抄本等の交付の

手続が定められている場合における当該公文書については、適用しない。 

２ この条例は、県の文書館、図書館、博物館その他の施設において、県民の利用に供する

ことを目的として管理している公文書であって、一般に閲覧させ、又は貸し出すことがで

きるものについては、適用しない。  

（目録等の作成等） 
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第１６条 実施機関は、公文書を検索するための目録等を作成し、一般の利用に供するも

のとする。 

（実施状況の公表） 

第１７条 知事は、毎年１回、実施機関における公文書の公開の実施状況を取りまとめ、

これを公表するものとする。 

（情報の提供） 

第１８条 実施機関は、公文書の公開と併せて、県民に必要な情報の提供を行うよう努め

なければならない。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、昭和６３年１０月１日から施行する。 

（千葉県行政組織条例の一部改正） 

2 略 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、平成５年１０月１日から施行する。（後略） 
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千葉県公文書公開条例第１１条第２号又は第３号に 

該当する情報について公開の特例を定める条例 

平成９年１２月１９日 

千葉県条例第３１号 

 

（目的) 

第１条 この条例は、千葉県公文書公開条例（昭和６３年千葉県条例第３号。以下「公開

条例」という。）第１１条第２号又は第３号に該当する情報のうち実施機関の事務事業

をより明らかにするために必要な情報を公開することとする特例を定めることにより、

県民の県政に対する理解と信頼を一層深めることを目的とする。 

（公開条例第１１条第２号に該当する情報についての公開の特例） 

第２条 公開条例第１１条第２号の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情

報（公開することにより、当該個人の権利利益が不当に侵害されるおそれがあると認め

られるものを除く。）は、公開するものとする。 

(1) 実施機関の職員の職務の遂行に係る情報に含まれる当該実施機関の職員の所属名

及び職の名称その他職務上の地位を表す名称（以下「職名等」という。）並びに氏名  

(2) 実施機関の経費のうち食糧費の支出を伴う懇談会、説明会等に係る情報に含まれる

出席者の所属団体名、所属名及び職名等並びに氏名  

（公開条例第１１条第３号に該当する情報についての公開の特例） 

第３条 公開条例第１１条第３号の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情

報（公開することにより、当該法人その他の団体又は当該事業を営む個人の権利利益が

不当に侵害されるおそれがあると認められるものを除く。）は、公開するものとする。 

(1) 実施機関の経費のうち食糧費の支出に係る債権者の名称又は氏名及び主たる事務

所の所在地  

(2) 実施機関の経費のうち一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料金に対する使用

料及び賃借料の支出に係る債権者の名称又は氏名及び主たる事務所の所在地  

（公開条例第１１条各号に規定する他の非公開情報に係る規定との関係） 
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第４条 前２条の規定により公開条例第１１条第２号又は第３号の規定にかかわらず特に

公開するものとする情報が同条各号（第２号及び第３号を除く。）のいずれかに該当す

る情報である場合には、当該情報を公開しないことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ この条例は、この条例の施行の日以後に決裁、供覧等の手続が終了した公文書（支出

負担行為その他債務を負担する行為に関連する行為に係る公文書にあっては、当該支出

負担行為その他債務を負担する行為について同日以後に決裁を終了したものに係る公文

書）について適用する。 
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